
◇令和３年度地方創生臨時交付金活用事業（実績・効果検証）

実　　施　　計　　画

（単位:円）

総事業費
（実績額）

国庫補助額
臨時交付金
充当額

起債予定額 一般財源 その他

合計 740,867,731 1,301,000 571,716,000 - 101,659,731 66,191,000 細節名（実績額）

1
香芝市商工会の実施する消費喚
起対策事業

商工振興課

①香芝市商工会が実施する消費喚起対策事業「香芝みらいクーポン第３弾」発行に対し、補助金を支給する。この事
業は、市内の事業所において使用可能なクーポン券を、令和３年６月１日現在において住民基本台帳に記録のある世
帯主に対し発行することにより、市民の市内での消費行動を喚起し、市内事業者を支援するとともに、収入の減少して
いる市民の生活を支援することを目的とした経済対策として実施する。
②クーポン券発行主体である香芝市商工会への補助金及び発送に係る事務費
③295,900千円
〇補助金292,444千円（香芝市商工会）
（内訳）
・クーポン券元金　 279,040千円（320,000千円（発行額）×87.2％（R4.1.10時点換金率））、換金委託手数料 6,104千円
（7,000×87.2％（R4.1.10時点換金率））、ホームページ作成　 1,700千円(上限)、封入封緘700千円(上限)、クーポン券
印刷2,500千円(上限)、ポスター、パンフ印刷　2,000千円(上限)、・店舗向け販促一式郵送　300千円(上限)、消耗品費
100千円(上限)
〇発送に係る事務経費　3,456千円
（内訳）
印刷製本費397千円、通信運搬費3,043千円、消耗品費16千円
④香芝市商工会

R3.4.1 R4.2.28 308,474,552 295,798,294 12,676,258 

消耗品費（16,014円）
印刷製本費（397,399円）
通信運搬費（3,043,213円）
負担金、補助及び交付金
（305,017,926円）

①発行額の約90％が使用されたことで、左記の目的は達
成されたと考える。
②当該クーポン券を発行することにより、市内での消費喚
起を促すことで地域経済の活性につながった。
また、収入の減少している市民の生活を支援を行った。

①前回と比べクーポン券事業参加店舗は増加したものの、
一部の店舗にとどまった。
②より多くの店舗で利用できるよう、市内事業所へ更なる
周知を行い、地域経済の活性化に繋げるとともに、市民の
生活を支援する。

2 設備投資促進補助金 商工振興課

①コロナ禍の中、積極的に設備投資を行い、事業拡大や新規事業に乗り出す、本市の将来の産業の担う事業者に対
し補助金を支給することで、強固な産業の基盤を作るとともに、市内での雇用を維持する。
②設備投資を行う事業者への補助金（補助率20%、上限150万円）
③1,500千円×5社　977千円×1社　733千円×１社　計9,210千円
④1台500万円以上の設備投資を行う市内中小企業者 R3.4.1 R4.3.31 6,142,000 5,174,808 967,192 負担金、補助及び交付金

（6,142,000円）

①8事業所から申請があり、合計6,142千円を補助金として
交付した。
1,500千円×3事業所
909千円×1事業所
733千円×1事業所
②上記補助金を交付により、コロナ禍の影響を受けながら
も事業拡大に向けて、積極的な設備投資を行う事業所に
対し財政支援を行った。

①当初の想定件数に比して申請件数が少なかったことか
ら、対象事業所への周知が課題である。
②新型コロナウイルス感染症収束の目途がたたない状況
において、設備投資を行う事業所に対し財政的支援をに行
う。

3
学校給食従事者専用手洗い設備
環境整備事業

保健給食課

①新型コロナウイルス感染症予防の基本である手洗いについて学校給食従事者専用手洗い設備の環境整備により、
感染予防対策をより強固なものとする。
②小学校給食室4施設（香芝市立下田・関屋・三和・真美ヶ丘西小学校給食室）への自動手洗消毒器設置
③備品購入費 @327,250円*4校分=1,309,000円
④香芝市立小学校4施設

R3.4.1 R3.8.31 1,309,000 1,255,208 53,792 
備品購入費(@327,250円*4校分
=1,309,000円)

①市内10小学校全給食室において学校給食従事者専用
手洗い設備の環境整備ができた。
②新型コロナウイルス感染症予防の基本である手洗いに
ついて感染予防対策をより強固なものとすることができた。

①学校給食従事者の手洗い設備整備により従事者の手を
介しての感染リスクを低減できたが、調理従事者の手作業
による時間を要する作業について、感染リスクのさらなる低
減を検討する必要がある。
②感染リスクをより低減させるため、調理従事者の手作業
を介さず短時間調理が可能である機器の導入等の検討す
る。

4
民間保育所等送迎バスに対する
感染症対策補助事業

こども課

①民間の幼稚園・保育所・認定こども園・学童保育所が、送迎バスの座席等へ抗菌処理を施し、接触に伴う感染リスク
の低減を図った場合に補助金を交付する。
②抗菌対策施工費等
③
【中型バス：９台】954,000円×1.1＝1,049,400円
　・施工費684,000円＋清掃費90,000円＋回送費180,000円
【小型バス：６台】534,000円×1.1＝587,400円
　・施工費354,000円＋清掃費60,000円＋回送費120,000円
【ワゴン：２台】92,000円×1.1＝101,200円
　・施工費36,000円＋清掃費16,000円＋回送費40,000円
④市内の民間幼稚園・保育所・認定こども園・学童保育を運営する事業者

R3.4.1 R3.9.30 1,738,000 1,464,312 273,688 
負担金補助交付金（補助金等）
1,738,000円

①
①ハルナ保育園分　331,100円（３台）
②ハルナ幼稚園分　447,700円（３台）
③ハルナアフタースクール分　195,800円（２台）
④せいか幼稚園分　349,800円（４台）
⑤SeikaAfterSchool分　214,500円（２台）
⑥関屋こども園分　50,600円（１台）
⑦志都美こども園分　148,500円（２台）

②
通園バスにコロナ対策ができていない施設に対し、通園バ
スに抗菌コートを施工することで、利用する児童が、安全・
安心に通園することができた。

①行政だけでは事業が完結せず、民間の事業者にも協力
をいただく必要があったため、少なからず事務処理を負担
させることとなった。

②単発的な事業のため、特になし。

5 必需物品供給事業（公共交通関
連）

生活安全課

①市内の地域公共交通（タクシー・コミュニティバス・路線バス）の事業者及び乗客に対し、マスクおよび消毒液の必需
品を配布することにより、感染拡大を防止し、社会生活維持に必要な地域公共交通を支援する。
②マスクおよび消毒液購入費用
③市内タクシー事業者・コミュニティバス・路線バス運転手用マスクの配布　35,000枚
市内タクシー事業者・コミュニティバス乗客用消毒液の配布　880L
計994,840円
④地域公共交通（タクシー・コミュニティバス・路線バス）の事業者

R3.4.1 R4.3.31 994,840 838,180 156,660 消耗品費（994，840円）

①運転者用マスク35,000枚,消毒液880Lを購入し、市内タク
シー事業者5社、路線バス事業者1社、鉄道事業者１社に
配布し、またコミュニティバス用に利用し、感染症対策、及
び民間事業者の支援を実施した。

②感染症対策の必需品物品を配布することにより、地域公
共交通において感染症対策を確実に実施し、またコロナ禍
の影響で利用が減少し、経営が逼迫している民間事業者
の支援につながった。

①新型コロナウイルス感染症の終息の目途がたたない状
況が続く中、感染症対策については引き続き実施する必要
があり、また地域公共交通の利用者の減少は続いており、
企業の経営状況は以前厳しい状況である。

②市民の足として生活に欠かせない地域公共交通の運行
を継続するためにも、事業者の支援について、引き続き検
討する必要がある。

6 タクシー利用券配布事業 生活安全課

①新型コロナウイルス感染症の影響で、利用者が減少しているタクシー事業者への経済支援及びワクチン接種会場
の移動手段の確保を目的として、高齢者を対象に利用券（コミュニティバス利用券配布事業と共通）を配布する。
なお、利用券はワクチン接種関係通知に同封することで、接種率の向上を図る。
②タクシー利用券(初乗り料金）助成費用
　　利用券等印刷費
③タクシー利用券助成　@690×9,270回(19,000人×4回✕12.2％）≒6,397,000円
　　利用券等印刷費　＠19.91×20,000枚=398,200円
    郵送費（施設入所）　@370×30箇所=11,100円
④市内に在住する令和3年度に65歳以上に達する者　約19,000人

R3.5.1 R3.12.31 5,822,940 5,583,654 239,286 

印刷製本費（398，200円）
通信運搬費（11,100円）
負担金補助及び交付金（5,413,640
円)

①市内に在住する65歳以上の高齢者19，263人にコミュニ
ティバス・タクシー共通利用券（１人４枚）を配布した。西大
和交通圏域内タクシー事業者12社が事業へ参加し、10社
のタクシー利用実績があり、令和3年5月～令和4年2月まで
の期間内で、延べ7，846人のタクシー利用実績があった。

②ワクチン接種会場への移動手段が確保でき、65歳以上
の高齢者のワクチン接種率の向上（96.5％）へつながった。
また、タクシー初乗り料金を補助するタクシー利用券の利
用により、利用者の減少で経営環境が厳しくなっているタク
シー事業者への支援につながった。

①。ホームページや広報誌などで利用方法の周知をは
かったが、タクシー利用券の利用実績が7,846枚で総配布
枚数の10.2％にとどまり、想定より少ない利用となった。

②今後同様の事業を実施する場合に、利用者数増加のた
めの方策の検討が必要。

7 コミュニティバス利用券配布事業 生活安全課

①新型コロナウイルス感染症の影響で、利用者が減少しているコミュニティバスの利用促進及びワクチン接種会場の
移動手段の確保を目的として、高齢者を対象に利用券（タクシー利用券配布事業と共通）を配布する。
なお、利用券はワクチン接種関係通知に同封することで、接種率の向上を図る。
②コミュニティバス使用料の減免額をコミュニティバス委託料に充当
③コミュニティバス使用料減免　@100×2，360回（19,000人✕4回✕3.1％）＝236，000円
④市内に在住する令和3年度に65歳以上に達する者　約19,000人

R3.5.1 R3.12.31 213,200 204,438 8,762 委託料（213,200円）

①市内に在住する65歳以上の高齢者19，263人にコミュニ
ティバス・タクシー共通利用券（１人４枚）を配布した。令和3
年5月～令和4年3月までの期間内で、延べ2,132人のコミュ
ニティバスでの利用実績があった。

②ワクチン接種会場への移動手段が確保でき、65歳以上
の高齢者のワクチン接種率の向上（96.5％）へつながった。

①。ホームページや広報誌などで利用方法の周知をは
かったが、コミュニティバスでの利用券の利用実績が2132
枚で総配布枚数の2.82％にとどまり、想定より少ない利用
となった。

②今後同様の事業を実施する場合に、利用者数増加のた
めの方策の検討が必要。

8
個人番号利用事務系顔認証シス
テムにおけるマスク許容化事業

ICT推進課

①個人番号利用事務系システム用端末に必要な二要素認証について、マスクをした状態でも認証できるシステムを導
入し、新型コロナウイルス感染症対策をおこなう。
②二要素認証システムの導入費用
③二要素認証システム整備委託料 \5,739,140
二要素認証システム用サーバ購入費 \2,320,890
④地方公共団体

R3.7.1 R4.1.31 8,060,030 7,728,815 331,215 
委託料（5,739,140円）
備品購入費（2,320,890円）

①個人番号利用事務系を取り扱う職員（約270名）につい
て、マスクを着用した状態での業務が可能となった。
②マスクを着用して業務を遂行できることにより、住民及び
職員間での感染リスクの低減に寄与した。

①事業完了
②システムの安定稼働を継続する。

D

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）※自治体自ら実施の場合、－(ハイフン)

所管

Ｃ

実　　　績

効果・検証
①成果（具体的に数値等を記載）
②検証（評価）

課題等
①課題
②今後の方向性

G

歳出科目別実績額
（単位：円）

ＦＥ

交付上限額：571,716千円（通常分551,508千円＋協力推進分20,208千円）

Ａ
事業
始期

事業
終期

Ｂ
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（単位:円）

総事業費
（実績額）

国庫補助額
臨時交付金
充当額

起債予定額 一般財源 その他

合計 740,867,731 1,301,000 571,716,000 - 101,659,731 66,191,000 細節名（実績額）
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④事業の対象（交付対象者、対象施設等）※自治体自ら実施の場合、－(ハイフン)

所管

Ｃ

実　　　績

効果・検証
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G
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ＦＥＡ
事業
始期
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終期

Ｂ

9
医療機関における新型コロナウイ
ルス感染症患者の受け入れ促進
事業

保健センター

①  PCR検査実施体制を支援することで、早期に感染の有無を判断し、治療を行なう体制を整え、患者の重症化を予
防するとともに、周囲への感染拡大を防止する。
②コロナ検査センター運営
③（予定額）
　　　医師報酬 60,000円×2名＝120,000円/日
　　　保険 21,850円×2名= 43,700円/日
　　　令和3年4月～9月の49日分　8,021,300円
＊事務委託手数料＊
　　　病院委託料 350,000×2病院=700,000円/月
　　　医師会事務経費等 350,000円/月
　　　令和3年4月～9月の6月分　6,300,000円
　　上記合計：14,321,300円　消費税 1,432,130円
　　　　総額　15,753,430円
　この事業は北葛城地区医師会管内の２市4町で協同実施のため均等割及び人口割をした当市負担分
　　合計：4,845,586円
　上記事業執行額　4,294,716円
④地方公共団体

R3.4.1 R3.9.30 4,294,716 4,118,231 176,485 負担金補助及び交付金（4,294,716
円）

①香芝市・葛城市・北葛城地区コロナ検査センター運営
令和３年度４月～９月までの検査センター検査数２５７名
中、香芝市民受診者１４４名がＰＣＲ検査を受けた。

②コロナ検査センター受診者総数の半数以上を香芝市民
が受診することができた。市内の発熱外来認定医療機関で
の診療とあわせて、早期にRCR検査を受けることができる
体制づくりを行い感染の早期発見と感染防止につながっ
た。

①コロナ検査センターの運営については、発熱外来認定医
療機関の増加や新型コロナウイルスワクチン接種が開始さ
れたことを受け、９月までの運営としたが、今後の感染状況
により、北葛城地区医師会と２市４町で再度の検査セン
ターの運営について検討することも必要である。

②今後の感染状況を見ながら、必要時には関係機関と対
応について協議を実施していく。

10 まん延防止支援事業 商工振興課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、「新しい生活様式」に沿った感染症まん延防止の取り組みに対し、補
助金を交付する。
②まん延防止の取取り組みに対する補助金及び事務費
③27,347千円
〇補助金　27,120千円
50,000円×506社=25,300千円
20,000円×91社=1,820千円
○事務経費　227千円
消耗品費26千円、印刷製本費73千円、通信運搬費128千円
④市内に事業所を有する法人及び個人

R3.5.1 R4.1.31 27,356,817 23,048,872 4,307,945 

消耗品費（26,881円）
印刷製本費（73,744円）
通信運搬費（136,192円）
負担金、補助及び交付金
（27,120,000円）

①対象となる事業者から600件の申告があり、27,120千円
の補助金を交付した。
50,000円×506社=25,300千円
20,000円×91社=1,820千円
注）3社は要件を満たしていなかったため不交付
②上記補助金を交付することにより、新型コロナウイルス
感染症まん延防止策を講じる店舗に対し財政支援を行っ
た。

①当初の想定件数に比して申請件数が少なかったことか
ら、対象事業所への周知が課題である。
②新型コロナウイルス感染症対策として、安心して店舗を
利用できる環境作りを行う事業主へ支援を積極的に行う。

11
感染症拡大防止時間短縮営業協
力金事業

商工振興課

①対象期間（5/1～5/11）において時間短縮営業の要請に応じた食事提供施設に対し、協力金を交付する。
②時間短縮営業に対する協力金及び事務費
③27,399千円
〇協力金
20千円×2日×1店舗=40千円
20千円×5日×1店舗=100千円
20千円×6日×1店舗=120千円
20千円×8日×2店舗=320千円
20千円×9日×24店舗=4,320千円
20千円×10日×32店舗=6,400千円
20千円×11日×73店舗=16,060千円
○事務費
通信運搬費21千円、消耗品費18千円
④次の要件のいずれにも該当する、市内の食事提供施設において事業を行う法人又は個人
(1) 令和３年５月１日までに飲食店営業の許可を受けている者
(2) 通常午後８時以降も事業を行う者
(3) 対象期間内において時間短縮営業をする者
(4) 協力金の交付申請時において、内閣官房が公表する「業種別ガイドライン」に記載されたガイドラインに則し、新型コロナウイルス感染
症のまん延防止に取り組んでいる者
(5) 協力金の交付後においても、市内で引き続き事業を営む意思を有する者
(6) 暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しない者
(7) 政治団体又は宗教団体でない者

※奈良県「飲食店等営業時間短縮協力金市町村支援補助金」13,680千円を活用（Ｆその他）

R3.5.1 R3.7.31 27,389,734 11,550,828 2,158,906 13,680,000 

消耗品費（18,542円）
通信運搬費（11,192円）
負担金、補助及び交付金
（27,360,000円）

①対象となる事業者から135件の申告があり、27,360千円
の協力金を交付した。
20千円×2日×1店舗=40千円
20千円×5日×1店舗=100千円
20千円×6日×1店舗=120千円
20千円×8日×2店舗=320千円
20千円×9日×24店舗=4,320千円
20千円×10日×32店舗=6,400千円
20千円×11日×73店舗=16,060千円
注）1店舗は要件を満たしていなかったため不交付
②上記協力金を交付することにより、時間短縮営業協力の
依頼を受けた店舗に対し財政支援を行った。

①新型コロナウイルス感染症対策としての営業時間短縮
の協力要請への理解を得る必要がある。
②新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策として営
業時間短縮等の要請だけでなく、安心して店舗を利用でき
る環境作りへの支援を積極的に行う。

12
議会映像ライブ配信設備整備及び
委員会室マイク増設事業

議会事務局

①議会映像をインターネット上でライブ配信して傍聴者を減らすことにより３密を回避するとともに、委員会室にマイクを
増設し１委員につき１マイクとすることにより、新型コロナウイルス感染症の拡大防止につなげる。
②ライブ配信設備整備及び委員会室マイク増設に係る経費
③配信システム初期導入費253,000円
　配信切替・カメラ切替設備整備及び委員会室マイク増設費1,328,800円
④地方公共団体 R3.9.1 R3.11.30 1,581,800 1,516,798 65,002 

委託料（その他）（253,000円）
備品購入費（1,328,800円）

①ライブ中継　アクセス件数（令和3年12月～令和4年3月）
2,679件
②ライブ中継を開始したことで、多くの方にオンラインで傍
聴いただくことができた。また、委員会室の議員用マイクを
１委員につき１マイクとしたことで、議員間の距離を確保す
ることができた。

①特になし
②より多くの方に傍聴いただけるよう、市議会ホームペー
ジや議会広報紙等でオンライン傍聴に関する説明を掲載
する。

13
小・中学校における空気清浄機設
置事業

教育総務課

①香芝市立小・中学校の児童・生徒が使用する教室に空気清浄機を設置し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防
止する。
②空気清浄機購入に係る備品購入費、交換フィルター購入に係る消耗品費
③46,634千円
空気清浄機１台あたり　111,254円×371教室＝41,275,234円
交換フィルター１台あたり　14,443円×371教室＝5,358,353.円
④香芝市立小・中学校に在籍する児童・生徒

R3.10.1 R3.12.31 46,633,587 41,551,901 1,780,686 3,301,000 

＜小学校費＞
需用費（3,422,991円）
備品購入費（26,367,198円）
＜中学校費＞
需用費（1,935,362円）
備品購入費（14,908,036円）

①新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため児童
生徒が使用する教室に空気清浄機 小学校237台中学校
134台を設置した。

②新型コロナウイルス感染症防止対策の環境整備が充実
したことで安全安心な学校生活を送れている。

①安心して施設を利用できるよう、徹底した感染予防対策
が必要である。

②新型コロナウイルス感染症防止対策については、全国
的に感染状況が収束していないことを踏まえ、引き続き感
染症対策を講じる必要があり、換気等も行い感染症対策を
実施していく。

14 保育所等におけるおむつパックに
よる感染症対策事業

こども課

①各保育所等で使用したオムツを密封・処分することにより、感染症のリスクを抑えることができる。
②物品購入費
③
【使用済おむつ密封パックシステム】
11,096,800円=426,800×26台（公立１０台＋民間１６台）
【交換ビニール】
7,832,000円=48,950×160箱
【ダストボックス】
255,700円(7個)
④
【使用済おむつ密封パックシステム】
市内の公立保育所および民間保育園・認定こども園・小規模保育所
【交換ビニール】【ダストボックス】
市内の公立保育所

R3.12.31 R4.3.31 19,184,570 18,396,210 788,360 備品購入費　(11,352,570円）
消耗品費　（7,832,000円）

①
・おむつ密封パックシステム
　公立保育所：5施設（各2台ずつ合計10台）
　民間保育所：10施設（合計１６台）

・ダストボックス
　公立保育所：５施設（合計7個）

・パックテープ（交換袋）
　公立保育所分160箱

②
システム導入により、使用済みオムツを処分するまでの
間、臭い・感染症リスクを抑えることができた。
公立施設については、システム導入に伴い保護者の使用
済みオムツの持ち帰りをなくしたことで、保護者負担軽減が
できた。

①おむつ密封パックシステムを使用する上で、パックテープ
（交換袋）を随時購入する必要があり、ランニングコストが
かかる。また週２回のゴミ回収の間に溜まる使用済みおむ
つの量が多く、ゴミ出しの際の職員負担が課題となる。

②効率よくシステムを使用するなどコストの削減に取り組
む。ゴミ出しについては用務員を雇用するなど、職員の負
担削減をする。
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国庫補助額
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事業
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Ｂ

15 感染症拡大防止時間短縮営業協
力金事業

商工振興課

①対象期間（5/12～5/31）において時間短縮営業の要請に応じた食事提供施設に対し、協力金を交付する。
②時間短縮営業に対する協力金及び事務費
③73,730千円
〇協力金
20千円×6日×2店舗=240千円
20千円×9日×1店舗=180千円
20千円×13日×1店舗=260千円
20千円×14日×3店舗=840千円
20千円×15日×3店舗=900千円
20千円×16日×3店舗=960千円
20千円×17日×41店舗=13,940千円
20千円×18日×8店舗=2,880千円
20千円×19日×5店舗=1,900千円
20千円×20日×26店舗=10,400千円
40千円×14日×1店舗=560千円
40千円×16日×1店舗=640千円
40千円×17日×8店舗=5,440千円
40千円×18日×2店舗=1,440千円
40千円×20日×22店舗=17,600千円
60千円×19日×1店舗=1,140千円
60千円×20日×12店舗=14,400千円
○事務費
通信運搬費20千円
④次の要件のいずれにも該当する、市内の食事提供施設において事業を行う法人又は個人
(1) 令和３年５月１日までに飲食店営業の許可を受けている者
(2) 通常午後８時以降も事業を行う者
(3) 対象期間内において時間短縮営業をする者
(4) 協力金の交付申請時において、内閣官房が公表する「業種別ガイドライン」に記載されたガイドラインに則し、新型コロナウイルス感染症のまん延防止に取り組んでいる者
(5) 協力金の交付後においても、市内で引き続き事業を営む意思を有する者
(6) 暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しない者
(7) 政治団体又は宗教団体でない者

※地方創生臨時交付金の充当額25,260,000円の内訳
　 ・通常分　   　　　　　5,052,000円
　 ・協力要請推進分　20,208,000円
※奈良県「飲食店等営業時間短縮協力金市町村支援補助金」　48,460千円を活用（Ｆその他）

R3.5.1 R3.8.31 73,740,881 25,260,000 20,881 48,460,000 
通信運搬費（20,881円）
負担金、補助及び交付金
（73,720,000円）

①対象となる事業者から140件の申告があり、73,720千円
の協力金を交付した。
20千円×6日×2店舗=240千円
20千円×9日×1店舗=180千円
20千円×13日×1店舗=260千円
20千円×14日×3店舗=840千円
20千円×15日×3店舗=900千円
20千円×16日×3店舗=960千円
20千円×17日×41店舗=13,940千円
20千円×18日×8店舗=2,880千円
20千円×19日×5店舗=1,900千円
20千円×20日×26店舗=10,400千円
40千円×14日×1店舗=560千円
40千円×16日×1店舗=640千円
40千円×17日×8店舗=5,440千円
40千円×18日×2店舗=1,440千円
40千円×20日×22店舗=17,600千円
60千円×19日×1店舗=1,140千円
60千円×20日×12店舗=14,400千円
②上記協力金を交付することにより、時間短縮営業協力の
依頼を受けた店舗に対し財政支援を行った。

①新型コロナウイルス感染症対策としての営業時間短縮
の協力要請への理解を得る必要がある。
②新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策として営
業時間短縮等の要請だけでなく、安心して店舗を利用でき
る環境作りへの支援を積極的に行う。

16 疾病予防対策事業費等補助金 保健センター

①予防接種法に基づく定期接種（ロタウイルスワクチン）に係るマイナンバー情報連携体制整備事業の実施に伴い、
予防接種台帳システムのプログラムの改修を行う。ロタウイルスワクチン接種を実施することで、重症化しやすい乳幼
児期での
急性胃腸炎の感染を防ぐとともに、コロナウイルス感染で逼迫している医療 機関への負担軽減につなげる。
②ロタウイルス副本登録対応のためのシステム改修委託料
③システム改修費　190,000円
④地方公共団体

R3.5.1 R3.6.30 190,000 126,000 64,000 - 委託料（190,000円）

①令和3年度ロタウイルスワクチン接種延べ人数１，２６９
人（接種率９８．１％）　が予防接種を受け、予防接種台帳
への登録を行なった。
②ロタワクチンの接種実施により、感染予防及び重症化予
防を行なうことができた。
　マイナンバー連携のために予防接種台帳システムの改
修を行ない、ロタウイルスワクチンの項目を追加したこと
で、予防接種台帳に登録された接種歴が、他市町村から
の情報照会対応が可能となった。

①ロタウイルスワクチンが開始された令和2年度と比較して
接種率も増加しており、システム改修後も問題が発生する
ことなく運用できている。
②感染防止のため、予防接種の接種勧奨を実施。
　予防接種歴の適正な情報管理を継続していく。

17 新型コロナワクチン接種促進に向
けたインセンティブ付与事業

企画政策課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のためにワクチン接種をさらに促進することを目的として、ワクチン接種
者に対して、抽選で特典を贈呈する。
また、特典については、市内産業活性化につなげる効果も併せ、市内事業者の特産品とする。
②報償費（特典品代・送料）、委託料（業務委託）
③
報償費（特典品代・送料）
品代単価（73品）×1,384名＝5,250,145円
送料単価×1,384名＝1,095,460円
委託料（業務委託）
330円／件×1,384件＝456,720円
④令和3年11月末日までに、新型コロナワクチンを2回接種した市民の方

R3.10.1 R4.3.31 6,945,774 6,660,348 285,426 報償費（6,476,514円）
委託料（469,260円）

①
本市が目標としていた「11月上旬までに接種率70%」を達
成。また、事業開始時点で接種率が低かった20歳代・30歳
代・40歳代においても70%を超える結果となった。
②
接種予約がまだお済みでない方などに、早期の接種をご
判断いただく動機付けの一つとなったのではないかと推察
する。

①
当事業の周知・啓発をいかに十分に行えるかが課題であっ
た。
②
今後の感染拡大状況等を見ながら、接種促進のために何
らかの対策を講じる必要があれば検討する。その際にも、
まずは、ワクチン接種の重要性を理解いただくための周
知・啓発、正しい情報の提供に努めていくことが第一である
と考えている。

18 オンライン学習環境整備事業 教育総務課

①新型コロナウイルス感染症による学校の臨時休業時においてもICTの活用により学習機会の活用に資するため。
②家庭学習における通信費
③モバイルルータ通信料1,000台+LTE通信料409台=21,158,718円
④香芝市立小・中学校に在籍する児童・生徒

R3.4.1 R4.3.31 21,150,968 20,281,802 869,166 
＜小学校費＞
通信運搬費（15,637,679円）
＜中学校費＞
通信運搬費（5,513,289円）

①インターネット環境のない家庭においてもオンライン学習
が出来るようにWIFIルーターの貸出を行った。令和3年中に
はインターネット環境のない家庭にルーターを128台貸し出
しを行い、家庭学習の機会を提供した。またオンライン学習
や課外学習において小中学校でも活用した。

②児童生徒用のWIFIルーターを貸出したことにより、イン
ターネット環境や家庭にPCが無い家庭にも休業中に等しく
学習の機会を提供することができ、オンラインでの家庭学
習の促進にもつながった。

①端末については１人１台の確保を今後もしていく予定で
はあるが、インターネット環境がない家庭に対するWIFIルー
ターの貸出しを永続的に続けるかどうかという課題がある。

②今後も家庭にインターネット環境がない世帯は一定数存
在すると考えられるので、そのような家庭についてどのよう
な支援を行うか、受益者負担をどこまで求めるかの検討が
継続して必要である。

19 香芝市子育て世帯等臨時特別支
援事業（所得制限撤廃分）

児童福祉課

①所得制限を理由として、「令和3年度香芝市子育て世帯等臨時特別給付金」を受給できない18歳以下の子どもを養
育している者に対し、1人当たり10万円を給付することにより、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て世帯
への経済支援を行う。
②給付金
③給付金　＠100,000円*1,600人=160,000千円
④所得制限超過のため、「令和3年度香芝市子育て世帯等臨時特別給付金」を受給できない方

R4.3.1 R4.7.31 158,400,000 90,995,854 67,404,146 負担金補助及び交付金
（158,400,000円）

①928世帯に対し総額158,400千円の給付金を支給した。
②子育て世帯は所得に関係なく新型コロナウィルス感染症
の影響を受けていることから、全てのお子さまへ公平に給
付を行った。

①特になし
②新型コロナウィルス感染症の影響を受けた子育て世帯
への支援については今後も検討していきたい。

20
検査機材確保事業（収集センター
等職員用）

人事課

①新型コロナウイルスの新規感染者、また濃厚接触者となることで市業務の遂行に著しく影響が出ると予想される。と
りわけゴミ収集業務について、抗原定性検査キットにより検査を行い、陰性が確認されることで自宅待機期間（１０日）
を待たずして業務に復帰することができるように、機材の確保を行う。
②消耗品費
③抗原定性検査キット＠1,600円*50人分=80,000円
④地方公共団体

R4.1.1 R4.3.31 46,200 44,301 1,899 需用費（46,200円）

①新型コロナウイルスの新規感染者、また濃厚接触者とな
ることで市業務の遂行に著しく影響が出ることを想定し、検
査キット（50検査分）の確保を行った。
②新型コロナウイルス感染症により、職員が濃厚接触者と
して自宅待機を強いられることになった場合、業務遂行の
ため検査キットを使用することで早期に職場復帰できるよう
対応した。

①感染者が急増した場合に、キットを使用する職員が増加
し検査キットが不足する可能性が考えられる。
②引き続き、市役所内での感染防止と市業務の遂行に著
しく影響が出ることにより市民サービスの低下にならないよ
う、一定数の備蓄を行いながら対応を行う必要があると考
える。

21 総合福祉センター窓口３密対策事
業

社会福祉課

①総合福祉センター内の各窓口カウンター、個別相談ブース等の関連備品を感染防止及びプライバシー保護に適す
るものに変更する。
②カウンター用飛沫防止パネルセット、椅子、個別ブース等の備品購入
③窓口用カウンター　一式     13,000,000円
　 アクリルパネル（横置き・縦置き）　2,000,000円
  　カウンター用椅子　　　1,500,000円
   パーテーション　　　　　2,500,000 円
④地方公共団体

R3.4.1 R4.6.30 17,930,000 9,004,146 8,175,854 750,000 備品購入費（17,930,000円）

①総合福祉センターの
・窓口用カウンター：２２台
・アクリルパネル：２７２枚
・カウンター用椅子：４０脚
・パーテーション：３０台
を設置した。

②幅広のカウンター・飛沫防止パネルの設置により、コロナ
ウイルス感染症の感染・感染拡大防止につながった。ま
た、パーテーションの設置により、個人情報等の保護及び
隣・通路との間隔を確保することができた。

①隣との間隔の確保や飛沫防止パネルの設置をしている
が、使用者が多いため、更なる感染予防対策が課題であ
る。

②購入した備品を定期的に消毒するとともに、維持管理に
努める。

22 学校保健特別対策事業費補助金 教育総務課

①香芝市立小・中学校の児童・生徒が使用する教室に空気清浄機を設置し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防
止する。
②空気清浄機購入に係る備品購入費、交換フィルター購入に係る消耗品費
③3,269千円
空気清浄機１台あたり　111,254円×26教室＝2,892,604円
交換フィルター１台あたり　14,443円×26教室＝375,518円
④香芝市立小・中学校に在籍する児童・生徒 R3.10.1 R3.12.31 3,268,122 1,175,000 1,175,000 918,122 

＜小学校費＞
需用費（259,974円）
備品購入費（2,002,572円）
＜中学校費＞
需用費（115,544円）
備品購入費（890,032円）

①新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため児童
生徒が使用する教室に空気清浄機 小学校18台中学校8台
を設置した。

②新型コロナウイルス感染症防止対策の環境整備が充実
したことで安全安心な学校生活を送れている。

①安心して施設を利用できるよう、徹底した感染予防対策
が必要である。

②新型コロナウイルス感染症防止対策については、全国
的に感染状況が収束していないことを踏まえ、引き続き感
染症対策を講じる必要があり、換気等も行い感染症対
策を実施していく。
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